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地域連携編１

～災害時要援護者支援の仕組み～
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避難所では

要援護者が脱出（新潟中越沖地震）
避難所が看取室に（東日本大震災）
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要援護者が脱出（新潟中越沖地震）
・避難所生活に耐えられず、介護施設へ

避難所が看取室に（東日本大震災）
・東日本大震災の震災関連死は約２，７００名
・津波浸水域にお住まいだった方は約５０万人

・死者率は０．５％超（２００人に１人）
・人口１０万人あたり５００人

避難所では



共助の必要性（行政の戦力が足りない）
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避難所の担当職員は？

・ケアマネも被災、かつ近隣に在住していない
・ヘルパーはすぐには動けない

要援護者支援は機能するか？

介護事業者は？

・避難施設１か所あたり数名
・ただし、担当職員も被災者、近隣に在住していない方も
・所属部署の災害対応も戦力不足
・交代勤務を考慮すると１～２人・・実質は連絡役

・要援護者支援は原則「公助」である。しかし、
・災害時には対応力が低下（応援体制は時間が必要）
・３日～１週間を目標に地域で頑張る。



6

支援がなければ命の危険のある方はだれ？
・乳幼児、妊婦、けが人、要介護者、

障害者（身体、知的、精神）、高齢者・・・・・
どこで、誰が、どんな支援を行うのか？

けが人

乳幼児

要介護

・・・・・・

要援護者 何人 どこで 誰が支援

・在宅
・親類
・避難所
・病院
・福祉施設
・疎開

この仕組みが出来ている？

要援護者支援は機能するか？
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検討会の参加者

●市民課
●保健福祉課
●社会福祉協議会
●介護事業者
●自主防災組織役員
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病院・介護施設・避難所・・・・・

要援護者支援に関わる施設等の確認

Ａ班

Ｂ班
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対象者 全体（人） 備考

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

入院患者
入所者
在宅・難病者
在宅・有病者
在宅・要援護者
在宅・障害者
妊産婦
・
・
・
・
・

災害時の要援護者は何人ぐらい？



対象者 人数（人）

視覚障害 ３００

聴覚平衡機能障害 ４００

音声・言語障害 １００

肢体不自由 １５００

運動機能障害 １００

内部障害 １２００

療育手帳所持 ９００

精神障害 ５００

要介護 ４・５ １０００

在宅要介護 １３００

合計 ７３００

災害時の要援護者は何人ぐらい？
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施設
受入れ
可能人数

備考

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

病院
特養
老健
福祉施設
・
・
避難所
（要援護者スペース）
公民館
・
・
・

要援護者の受け入れ可能施設と収容力？



対象者 人数（人）

病院（増床分） １００

特養・老健（全スペース） ４００

公民館 ７００

収容避難所 ７００

デイサービス ６００

合計 ２５００

要援護者の受け入れ可能施設と収容力？
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支援戦力の把握

●地域（自主防）の主体は連合町会
下記は現実的には連合町会との関係が深い。
・連合赤十字奉仕団
・地域防災リーダー
・水防団
・女性防火クラブ
・地区社会福祉協議会
・地域ネットワーク委員会

●公助の調整は行政
・市（市民協働、福祉、保健師）
・民生委員・児童委員
・病院・医院・薬局
・消防

●要援護者支援に関わる組織
・市社会福祉協会、地域包括支援センター
・福祉施設、介護施設
・在宅介護事業者（ケアマネ・ヘルパー）
・ＮＰＯ、ボランティア団体

支援戦力の例

災害時は地域で活動？



組織名 支援者数 備考

地
域

関
係

行
政

関
係

社
協

関
係

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・ ・・・

支援戦力の把握



対象者 人数（人）

地
域
関
係

地域ネットワーク委員 ３０００

中学生 １２００

高校生 ４００

民生委員 １００

行
政
関
係

市職員 １００

医師会 －

消防署 －

社
協

関
係

社協 －

地域ボランティア １００

訪問看護Ｓ ２００

合計 ５１００

支援戦力の把握

・災害時要援護者支援の戦力は？
・ボランティアセンター運営の戦力は？



災害時要援護者は人口の５％～１０％
６，０００人

要援護者スペースには ３，０００人

在宅の要援護者は ３，０００人

支援内容は？

支援戦力は？

要援護者に漏れはないか？
例：妊産婦は？

誰にどんな支援が必要か？
例：外国人は通訳できれば共助の戦力

地域全体の目安と課題
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入院入所者 難病者
要介護

高齢者 聴覚障害者 ・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

要援護者の津波避難の支援は誰が？

津波避難支援について



津波避難支援について

要援護者の津波避難の支援は誰が？
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入院入所者 難病者 有病者
要介護

避難所 在宅

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

※長期的には仮設住宅での支援も

時

系

列

いつ・誰に・誰が支援に入るか？

要援護者のケアについて



要援護者のケアについて

誰に・誰が支援に入るか？



27

地域連携（要援護者支援）

はじめに
１．施設等の確認
２．災害時要援護者数の把握
３．受け入れ可能施設と収容可能人数
４．支援戦力
５．津波避難支援
６．ケア対応
７．今後の課題
８．自主防に期待される役割



●在宅難病者：行政＋医療機関＋協力団体 地域が協力

●一般の在宅の要援護者
・初日は地域が中心的に

・安全確保と所在確認（自宅、避難所・・・）
・２日目には施設や在宅介護事業者も参加して

・ただし戦力は低下している
・２日目には（出来れば初日に）ケアプランが地域の届く

・３日目～１週間で全国からの支援者も参加して
・行政、社協の調整

・出来るだけ早期に平常時に戻る

※ただし、ボランティアセンターを社協だけで運営する事は困難
地域から参加が必要

市町村全体の要援護者支援体制の仕組み
ボランティアセンターの運営の仕組み

今後の課題



今後の課題

●連合町会では
◎救護班・要援護者支援班をどれだけ充実できるか
・連合町会－防災部ーー要援護者支援班（介護経験者など）

ー救護班（看護師経験者など）
●市は
◎市全体の要援護者支援の仕組みと協力体制
・難病者・有病者の支援計画（職員はすぐには参集出来ない）
・県を通じて全国の自治体（協定先自治体を含む）への専門ボラ
ンティアの要請と受け入れ計画

●社協は
◎平常時の協力関係の活用
・県社協を通じた全国からの専門ボランティアの受け入れ
・連合町会・市と協力したボランティアセンターの運営

各組織の対応力の向上
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●初日の安否・安全確保は地域
・ケアマネも行政職員も被災者、すぐには対応できない

●２日目には（出来れば初日に）ケアプランが地域の届く？
・ケアマネから

●２～３日目には在宅介護事業者も極力参加
・戦力は通常の５０％程度か

●・４日目には全国からボランティア（行政、社協が調整）も加わる。

※ただし、ボランティアセンターを社協だけで運営する事は困難
各連合町会から最低１名の参加が必要

要援護者のケアについて
直下地震での協力体制（役割分担）の例

市全体の要援護者支援体制の仕組み
市ボランティアセンターの運営の仕組み

＋
町会の災害対応力の強化



個人・家族 （班） 町会 避難施設

避難所運営の鍵は町会の主体的参加

町会の役割は

在宅の要援護者支援の最前線も町会になる


